3月～４月１日～宣伝スポットひな形＊アレンジしてお使いください　　　中央各界連

みなさんこんにちは。私たちは消費税廃止各界連絡会です。消費税の増税中止を求める国会請願署名へのご協力をお願いしています。消費税増税への怒りをぜひ署名にお寄せ下さい。
●消費税が始まってからこの4月1日で26年になります。そして、昨年の4月1日からは、税率８％が私たちの暮らしに大きくのしかかってきました。いま、みなさんのくらしはいかがでしょう。増税と合わせて物価がどんどんあがり、一方給料や年金はあがらず、実質少なくなっています。増税は社会保障のためだと大宣伝していましたが、制度はどんどん切り捨てられダブルパンチです。
●消費税増税の影響で店を閉める商店があとをたたず、商店街はシャッター通りになっています。中小企業の倒産・廃業で多くの人が仕事を失い、地域経済が悪化しています。「大企業が儲かれば、庶民にもおこぼれがまわり、くらしが良くなる」というアベノミクスのまやかしは明らかです。儲けたのは大企業や一部の大金持ちだけ。貧困と格差を拡大させる一方です。

●「消費税は嫌だけど、国の財政が大変だからがまんしなきゃ」という善意の声を良く聞きます。実は、消費税は社会保障にも、財政再建にも使われていません。消費税は、下げられた法人税分の穴埋めにされているのが実態です。私たちは、消費税増税ではなく、財政も社会保障も健全にやっていける国のあり方を提案します。

●まず、増税を中止し、社会保障を手厚くして、庶民の懐を直接温めて景気を回復することです。大企業が過去最高に溜め込んでいる内部留保を少しだけ回せば、1万円の給料アップができるという試算があります。経済が活性化し、税収も上がります。増税による悪魔のサイクルをキッパリ断ち切りましょう。

●提案の二つ目は、税金のとり方の逆立ちをただすことです。「法人税をまた下げ、国民には大増税。大企業と大金持ちには大判振る舞い」。これではたまりません。大企業、大金持ちへの行き過ぎた減税や、優遇税制を見直すだけで、5兆3500億円の財源が生み出されるという試算もあります。
●三つ目は財政のムダ遣いを見直すことです。不要不急の大型公共工事や、320億円の政党助成金。くらしや社会保障の予算は切り捨てられているのに、軍事費は過去最高の5兆円に届きます。

●最後に、世界の多くの国は富裕層増税を検討しています。憲法は、能力に応じた税負担をその理念としています。みなさん。消費税は８％で終わりではありません。安倍・自公政権は、どんなに景気が悪くても、2017年4月に消費税を10％にひきあげ、またまた国民に増税を押し付けようとしていますが、経団連は税率を17％に引き上げるという提言まで出しています。とんでもありません。富裕層増税は、世界の流れです。日本でも導入をぜひ検討していきましょう。
●最後に、安倍首相は、特定秘密保護法の制定をはじめ、集団的自衛権行使を法制化しようとしています。「戦争できる国づくりへ逆戻りしている」と不安の声が上がっています。2015年度予算案では、くらしや社会保障が削られる一方、軍事費は過去最高の増額です。この文脈を見れば、消費税増税はまさに戦費調達のためでしかないと言わざるを得ません。政府・与党は、消費税増税はもちろん、原発再稼働でも、憲法や平和の問題でも、私たちの願いと反対の方向へ暴走しています。目前の統一地方選挙では、悪政への暴走、国民いじめは許さない、大増税ストップ！の声をご一緒に上げ、地方自治体が国の悪政の防波堤となるような人を選んでいきましょう。
